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1.  平成24年6月期の連結業績（平成23年7月1日～平成24年6月30日） 

 当社は、平成23年７月１日付で普通株式１株につき300株の割合で株式分割を実施しております。前連結会計年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定
して１株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益を算定しております。 

(2) 連結財政状態 

 当社は、平成23年７月１日付で普通株式１株につき300株の割合で株式分割を実施しております。前連結会計年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定
して１株当たり純資産を算定しております。 

(3) 連結キャッシュ・フローの状況 

  

(1) 連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

24年6月期 5,042 0.8 257 37.9 279 39.4 153 4.6
23年6月期 4,999 △0.6 187 399.8 200 285.4 147 ―

（注）包括利益 24年6月期 153百万円 （4.4％） 23年6月期 147百万円 （―％）

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり

当期純利益
自己資本当期純利益

率
総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

24年6月期 101.05 97.71 22.5 13.9 5.1
23年6月期 100.36 98.31 28.1 9.8 3.7

（参考） 持分法投資損益 24年6月期  ―百万円 23年6月期  ―百万円

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

24年6月期 2,010 771 38.4 475.25
23年6月期 2,021 596 29.5 406.72

（参考） 自己資本   24年6月期  771百万円 23年6月期  596百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高
百万円 百万円 百万円 百万円

24年6月期 102 △27 △75 380
23年6月期 42 66 △43 380

2.  配当の状況 

当社は、平成23年７月１日付で普通株式１株につき300株の割合で株式分割を実施しております。 

年間配当金 配当金総額
（合計）

配当性向
（連結）

純資産配当
率（連結）第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

23年6月期 ― 0.00 ― 1,000.00 1,000.00 4 3.3 0.9
24年6月期 ― 0.00 ― 6.00 6.00 9 5.9 1.3
25年6月期(予想) ― 3.00 ― 3.00 6.00 16.2

3. 平成25年 6月期の連結業績予想（平成24年 7月 1日～平成25年 6月30日）  
（％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率）

 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) 2,555 0.5 118 △34.6 116 △41.0 125 19.2 77.55
通期 5,131 1.8 123 △52.1 115 △58.6 125 △18.6 77.22



※  注記事項 
(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） ： 無  

(2) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

(3) 発行済株式数（普通株式） 

平成23年７月１日付で普通株式１株につき300株の割合で株式分割を行いましたが、前連結会計年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定し、23年6
月期の期末発行済株式数及び23年6月期の期中平均株式数を算定しております。 

新規 ―社 （社名） 、 除外 ―社 （社名）

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更  ： 有
② ①以外の会計方針の変更  ： 無
③ 会計上の見積りの変更  ： 無
④ 修正再表示  ： 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 24年6月期 1,623,000 株 23年6月期 1,467,000 株
② 期末自己株式数 24年6月期 ― 株 23年6月期 ― 株
③ 期中平均株式数 24年6月期 1,523,581 株 23年6月期 1,467,000 株

（参考）個別業績の概要 

平成24年6月期の個別業績（平成23年7月1日～平成24年6月30日） 

当社は、平成23年７月１日付で普通株式１株につき300株の割合で株式分割を実施しております。前会計年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定して１
株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益を算定しております。 

(2) 個別財政状態 

当社は、平成23年７月１日付で普通株式１株につき300株の割合で株式分割を実施しております。前会計年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定して１
株当たり純資産を算定しております。  

(1) 個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

24年6月期 260 38.1 73 293.1 85 351.5 69 52.4
23年6月期 188 17.8 18 ― 18 ― 45 ―

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり当期純

利益
円 銭 円 銭

24年6月期 45.59 44.08
23年6月期 31.06 30.42

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

24年6月期 251 222 88.4 137.28
23年6月期 164 132 80.4 90.42

（参考） 自己資本 24年6月期  222百万円 23年6月期  132百万円

※ 監査手続の実施状況に関する表示 
 この決算短信は、金融商品取引法に基づく監査手続の対象外であり、この決算短信の開示時点において、金融商品取引法に基づく財務諸表の監査手続は
終了しておりません。 

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
 連結業績予想は、本資料の発表時点において入手可能な情報に基づき、不確定要素については仮定を置いた上で、当社にて作成したものであります。実際
の業績数値は、様々な要因により上記業績予想と異なることがあります。なお、上記予想に関する事項は、4ページ「１．経営成績(1)経営成績に関する分析」を
ご覧ください。 
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当連結会計年度におけるわが国の経済は、平成23年３月11日に発生した東日本大震災からの復旧が

徐々に進み、個人消費等も持ち直しの動きがみられるなど回復基調で推移しておりましたが、欧州債

務危機に端を発した世界経済の減速や長引く円高等、景気の下振れ要素が存在し、依然として景気の

先行きは不透明な状況となっております。 

当社グループを取り巻く環境は、調剤薬局事業において、平成24年４月に調剤報酬改定及び薬価基

準の見直しが実施され、薬価基準は薬価ベースで6.00％のダウンとなり、依然厳しい収益環境が続い

ております。医薬分業率に関しましては、平成24年２月現在（日本薬剤師会調べ）、営業基盤である

北海道で75.7％（前年同月74.1％。全国では67.6％（同65.1％））となっており、伸び率の鈍化傾向

が顕著となっております。 

このような環境のなか、当社グループは「質の高い健康を提案するトータルコーディネート会社」

として、調剤薬局事業、福祉事業及び不動産関連事業の各事業を展開してまいりました。これらの結

果、当連結会計年度の業績は、売上高5,042百万円（前年同期比0.8％増）、経常利益279百万円（同

39.4％増）、当期純利益153百万円（同4.6％増）となりました。 

  

セグメントの業績は次のとおりであります。 

  

①調剤薬局事業 

当社グループの事業基盤である調剤薬局事業は、採算性を考慮して前連結会計年度に１店舗を閉店

するとともに医薬品卸部門を廃止いたしました。調剤薬局は全店舗（23店舗）を北海道内で展開して

おります。平成24年４月に実施された調剤報酬改定及び薬価基準の見直しの影響を受けましたが、売

上面では、医療機関の長期投薬等による処方箋単価の増加により既存店舗の売上が好調に推移してお

ります。また利益面では、医薬品の仕入コストの低減、ドミナント戦略による事業基盤の強化及び機

動的な人員シフトを行うこと等の施策によって一層の効率運営を図るなど、利益率を重視したコスト

削減施策を推進いたしました。 

この結果、調剤薬局事業の売上高は4,786百万円（前年同期比0.9％増）、営業利益は423百万円

（同19.1％増）となりました。 

  

②福祉事業 

福祉事業は、事業者間競争が激化している状況を鑑み、引き続き自社のサービス品質の維持向上を

目標とし、入居者様及び通所者様本位の施設を目指して堅実に事業を推進してまいりました。この結

果、売上高は231百万円（前年同期比1.1％減）、営業利益は8百万円（前連結会計年度は営業損失8百

万円）となりました。 

なお、平成24年２月８日付で株式会社オストケアサービスを設立し、同年４月１日付で株式会社オ

ストジャパンの福祉事業を会社分割にて承継しております。 

  

１．経営成績

（１）経営成績に関する分析
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③不動産関連事業 

不動産関連事業は、不動産賃貸・管理収入が主なものであり、賃貸用不動産６棟を賃貸し、売上高

は24百万円（前年同期比7.4％増）、営業利益は27百万円（同17.2％増）となりました。 

  

（次期の見通しについて） 

 当社グループの主力事業である調剤薬局事業につきましては、平成24年４月に実施された調剤報酬

改定、薬価基準の見直し及びジェネリック医薬品の普及等が収益に影響を及ぼすことが予想されま

す。また、同事業において、業務効率化の観点から調剤システムの導入及び営業推進体制強化のため

の人員の確保に係るコストが増加する予定であります。 

 次に福祉事業につきましても、平成24年４月に実施された介護報酬改定により既存の介護サービス

の収益に影響を及ぼすことが予想されます。また、平成24年４月26日付の「固定資産の取得に関する

お知らせ」のとおり札幌市豊平区での高齢者向け賃貸住宅（サービス付高齢者向け住宅）及び訪問介

護等の在宅系介護サービスへの進出を来春以降に計画しており、次期はこれらの開設に係るコスト等

が影響を与える見込みであります。 

 以上のとおり、次期の見通しについては中長期的な成長を見据えた諸投資によるコスト増により、

連結売上高5,131百万円（前年同期比1.8％増）、営業利益123百万円（同52.1％減）、経常利益115百

万円（同58.6％減）、当期純利益125百万円（同18.6％減）を見込んでおります。 

  

当連結会計年度末における総資産残高合計は、2,010百万円となり前連結会計年度末に比べて11百

万円の減少となりました。 

流動資産残高については、1,363百万円（前連結会計年度末比29百万円増）となりました。これは

商品が31百万円の増加となったことが主要因であります。 

固定資産残高については、647百万円（前連結会計年度末比40百万円減）となりました。これは投

資その他の資産が32百万円の減少となったことが主要因であります。 

当連結会計年度末における負債残高合計は、前連結会計年度末の1,424百万円に対し、1,239百万円

となり185百万円の減少となりました。 

 流動負債残高については、957百万円（前連結会計年度末比134百万円減）となりました。これは買

掛金が84百万円、未払法人税等が45百万円それぞれ減少したことが主要因であります。 

当連結会計年度末における純資産合計は、771百万円（前連結会計年度末比174百万円増）となりま

した。これは当期純利益153百万円の計上となったことが主要因であります。 

  

当連結会計年度におけるキャッシュ・フローは、営業活動によるキャッシュ・フローが102百万円

の獲得、投資活動によるキャッシュ・フローが27百万円の使用、財務活動によるキャッシュ・フロー

が75百万円の使用となりました。この結果、現金及び現金同等物の当連結会計年度末残高は380百万

円となりました。 

  

（２）財政状態に関する分析

    ①資産、負債及び純資産の状況

    ②キャッシュ・フローの状況
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（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動の結果得られた資金は、102百万円（前年同期比140.4％増）となりました。 

 主な増加要因は、税金等調整前当期純利益276百万円等であります。主な減少要因は、仕入債務の

減少額84百万円、たな卸資産増加額39百万円及び売上債権の増加額15百万円等であります。 

  

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動の結果使用した資金は、27百万円（前年同期は66百万円の獲得）となりました。 

 主な増加要因は、長期貸付金の回収による収入11百万円等であります。主な減少要因は、有形固定

資産の取得による支出44百万円等であります 

  

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動の結果使用した資金は、75百万円（前年同期比75.0％増）となりました。 

 増加要因は、長期借入れによる収入30百万円及び新株予約権の行使による株式の発行による収入26

百万円であります。減少要因は、長期借入金の約定返済等89百万円及びリース債務の返済による支出

37百万円であります。 

  

(参考) キャッシュ・フロー関連指標の推移 

  

 
  

 自己資本比率：自己資本／総資産 

 時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

 キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／キャッシュ・フロー 

 インタレスト・カバレッジ・レシオ：キャッシュ・フロー／利払い 

 （注１）いずれも連結ベースの財務諸表数値により計算しております。 

（注２）キャッシュ・フローは、営業キャッシュ・フローを利用しています。 

（注３）有利子負債は連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負債を対象

としております。 

（注４）平成20年６月期は、営業キャッシュ・フローがマイナスのため、キャッシュ・フロー対有利子負

債比率及びインタレスト・カバレッジ・レシオは記載しておりません。 

  

平成20年６月期 平成21年６月期 平成22年６月期 平成23年６月期 平成24年６月期

自己資本比率    （％） 24.4 33.2 21.8 29.5 38.4

時価ベースの自己資本比率 
          （％）

12.5 15.9 12.6 18.9 28.1

キャッシュ・フロー対有利子
負債比率      （％）

－ 156.7 388.1 959.2 328.1

インタレスト・カバレッジ・
レシオ       （倍）

－ 13.7 8.8 4.4 14.5
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当社は、株主に対する利益還元を経営上の重要課題と捉え、業績に応じた成果の配分を行うととも

に、これを安定的に継続することを基本方針としております。また、経営成績、経営環境、事業展開及

び内部留保の充実の必要性等を総合的に勘案して配当政策を決定する方針であります。 

 当社の剰余金の配当の回数については、定時株主総会決議によって年１回もしくはこれに加えて取締

役会決議による中間配当も含めた年２回を基本的な方針としております。 

 当社は、「取締役会の決議によって、毎年12月31日を基準日として中間配当をすることができる。」

旨を定款に定めております。 

 当期につきましては、１株当たり６円の期末配当を第11期定時株主総会に付議することとしておりま

す。 

 次期の配当につきましては、現時点において中間配当金として３円、期末配当金として３円、年間で

１株につき６円を予定しております。 

  

  

事業上のリスクに関して、当社グループの事業展開上のリスク要因となる可能性があると考えられる事

項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性がある事項を以下に記載しております。また、事業

上のリスクとして具体化する可能性は必ずしも高くないと見られる事項及びリスク要因に該当しない事項

についても、投資家の投資判断上重要と考えられる事項については、投資家及び株主に対する情報開示の

観点から積極的に開示しております。 

当社グループは、これらリスクの発生の可能性を認識した上で、その発生の予防及び発生の際の対応に

努力する方針ですが、本株式に関する投資判断は、本項目以外の記載内容もあわせて以下の記載事項を慎

重に検討の上、行われる必要があると考えられます。 

なお、文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものであり

ます。また、以下の記載は当社株式への投資に関連するリスクを網羅するものではありませんのでご留意

ください。 

  

当社グループは調剤薬局事業、福祉事業を主力として事業展開を行っております。 

  

① 調剤薬局事業 

(a) 法的規制について 

ⅰ 薬価基準改定について 

  

医療業界におきましては、調剤報酬改定及び薬価基準の引下げ等、当社グループを取り巻く環境変

化は継続するものと予測しております。当社グループの調剤売上高は薬剤料と調剤技術料から形成さ

れておりますが、薬剤料及び調剤技術料共に厚生労働大臣の決定をもってその販売価格が決定されて

おります。 

今後、調剤報酬及び薬価基準のマイナス改定が実施された場合、当事業の業績に影響を及ぼす可能

性があります。 

（３）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当

（４）事業等のリスク

Ⅰ 事業運営について
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ⅱ 法的規制について 

  

「薬事法」上の調剤薬局店舗の出店・運営及び各種医薬品等を販売するに当たり、各都道府県の許

可、登録、指定、免許及び届出が必要であること等、各種法律による規制を受けております。なお、

現時点においてこれら許可等について取消しや更新拒絶等の事由はありませんが、今後当社グループ

が関連する法令に違反し、またはこれらの法令が改正され当社グループの対応が遅れるなどして、取

消しや更新拒絶等の問題が生じた場合には、当事業の業績に影響を及ぼす可能性があります。 

その主な内容は次のとおりであります。 

 
(注) 1．「麻薬小売業者免許」の有効期限は、免許開始日の翌年の12月31日までであります。 

2．指定期間は指定の日から３年でありますが、自動更新されます。 

3．当社グループ調剤薬局は「薬局」の開設許可及び保険薬局の指定を受けております。 

  

許可・登録・指定・免許・届出の内容 有効期間 関連する法令 登録等の交付者

薬局開設許可 ６年 薬事法 各都道府県知事

保険薬局指定 ６年 健康保険法
各都道府県地方厚
生局長

麻薬小売業者免許 （注1） 麻薬及び向精神薬取締法 各都道府県知事

毒物劇物一般販売業登録 ６年 毒物及び劇物取締法 各都道府県知事

生活保護法指定医療機関指定 無期限 生活保護法 各都道府県知事

被爆者一般疾病医療機関指定 無期限
原子爆弾被爆者に対する援護に関する 
法律

各都道府県知事

在宅訪問薬剤管理指導届出 無期限 健康保険法 各都道府県知事

結核指定医療機関指定 無期限 感染症法 各都道府県知事

労災保険指定薬局指定 （注2） 労働者災害補償保険法
各都道府県労働局
長

更生医療機関指定 無期限 障害者自立支援法 各都道府県知事

高度管理医療機器等販売業届出 ６年 薬事法 各都道府県知事

管理医療機器等販売業届出 無期限 薬事法 各都道府県知事

医薬品販売業許可（卸売一般販売業） ６年 薬事法 各都道府県知事
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(b) 調剤薬局事業全体に係るリスク 

  

ⅰ 出店基準の厳格化及び他社との競合について 

  

当連結会計年度末現在、当社グループは調剤薬局23店舗を経営しておりますが、厳しい経営環境の

なか、基本的には事業拡大のために積極的な店舗展開を目指す一方、出店基準を厳格化し、立地条件

及び採算性を充分に勘案しております。 

従いまして当社グループの計画どおりに出店できない場合、事業運営に大きな影響を与える可能性

があります。 

また、新規出店した店舗周辺での他社調剤薬局との競合により、当社グループ店舗の受付患者数の

減少による処方箋応需枚数の減少の影響を受ける可能性があり、その場合にも事業計画の達成に影響

を及ぼす可能性があります。 

  

  

ⅱ 店舗周辺の病院及び診療所（処方箋発行元）への依存度が高いことについて 

  

調剤薬局事業におきましては、店舗周辺の病院及び診療所の処方箋発行枚数への依存度が非常に高

いいわゆる門前薬局が中心であります。医療機関の移転、廃業、外来患者数の減少を要因として処方

箋発行枚数が消失あるいは著しく減少した場合、当社グループの事業計画の達成に影響を与える可能

性があります。また、病院・診療所付近の薬局が極端に少ない場合には、外来患者数の減少により店

舗の採算性が悪化した場合であっても、外来患者の利便性等の見地から撤退が容易でない場合があり

得、このような場合には当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。 

  

ⅲ 人材の確保について 

  

当社グループはサービス面の充実を図り、付加価値を高めるため幅広い顧客ニーズに対応できる知

識、経験を備えた人材を確保しております。薬剤師につきましては、グループとして効率的な店舗運

営を行う観点から新規出店の都度、また必要に応じて既存各店舗も含めた全社ベースで最適な人員数

及び配置について再検討を行うことで、真に必要な人員数を確保する方針でありますが、薬剤師の数

は限られているうえ、地方の店舗の場合には赴任希望者が少ないため、人材を確保することが困難に

なっていく可能性があります。今後、必要な薬剤師数が確保出来ない場合のほか、優秀な人材確保の

遅れは今後の新規出店計画及び事業計画に支障を来す可能性があります。 

  

ⅳ 調剤過誤について 

  

調剤過誤発生を防止するため当社グループとしては、調剤過誤防止の鑑査システムの導入等鑑査体

制の充実を図るとともに研修教育による社員の業務知識の向上に努めております。また万一の場合に

備えて、グループの調剤薬局全店が「薬剤師賠償責任保険」に加入しております。 

さらに管理体制をより強化するという観点から、調剤過誤対策委員会を設置し、調剤薬局各店舗へ

の啓蒙・教育活動や事例及び対策の具体例の紹介等を実施して潜在的なリスクの減少に努めておりま

す。しかしながら調剤ミス等の発生により、将来的に損害賠償請求等の訴訟を受ける可能性があり、

この場合損害賠償金の支払や社会的信用の失墜などにより当社グループの業績に影響を及ぼす可能性

があります。 
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ⅴ 仕入価格について 

  

医療業界共通の問題でありますが、従来は薬価基準の引下げ等が実施された場合、医薬品卸業者と

の仕入価格の交渉は妥結までに時間を要し、価格交渉が未決着のまま暫定価格での取引が長期化しが

ちでありました。当社グループとしましては、医薬品卸業者との交渉期間の短縮化、利益率の確保の

ために各店舗でほぼ共通して使用する仕入総額の大きい品目の医薬品を一括購入する等の方法により

交渉を行い仕入コストの低減を図っておりますが、価格交渉の結果によっては、今後も薬価基準の引

下げの都度、医薬品卸業者との価格交渉が難航した場合、当社グループの業績に多大な影響を及ぼす

可能性があります。 

  

② 福祉事業 

  

(a) 法的規制について 

  

介護保険制度に関する法規制 

  

介護保険法は、要介護者及び要支援者がその有する能力に応じ、自立した日常生活を営むことがで

きるよう、必要な保健医療サービス及び福祉サービスに係る給付を行うために、平成12年４月１日よ

り施行されました。平成18年４月には改正介護保険法が施行され、介護報酬のマイナス改定、予防重

視型への転換、地域密着型サービスの創設などが行われ、大きな変化がみられました。また、平成21

年４月施行の改正介護保険法では、介護従事者の人材確保、処遇改善のため介護報酬がプラス改定さ

れました。平成24年４月には介護報酬の改定がなされており、今後も改定がなされる可能性があるこ

とから、改定の内容次第では、事業の採算性に影響を与える可能性があります。 

 なお、平成24年３月までの「介護職員処遇改善交付金」は介護報酬において処遇改善加算を設ける

こととなりました。当社グループはこの法令を厳守し介護保険施設等の運営をいたしております。万

が一、法令違反等により各都道府県等から何らかの処分を受けることとなった場合には、当事業の業

績に影響を及ぼす可能性があります。 
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その主な内容は次のとおりであります。 

 
また、厚生労働省令第37号では、居宅サービスにおいて従業員の資格要件及び人員数要件、管理者

及び計画作成担当者等の人員配置とそれぞれの資格要件等並びに設備などの一定要件を定めており、

これらの規定に従って事業を遂行する必要があります。 

介護報酬の基準単位もしくは一単位当たりの単価又は支給限度額は、当社グループの事業の状況に

関わりなく介護保険法及びそれに基づく政省令等により定められております。介護報酬単価の引下げ

が行われる可能性や、介護保険の自己負担部分が引上げられた場合などには、介護保険制度の新たな

利用者層の利用が抑制される可能性があります。当社グループの業績は介護保険制度の改正により強

い影響を受ける可能性があります。 

  

(b) 福祉事業部門全体に係るリスク 

  

ⅰ 競合他社について 

  

平成12年度から、介護保険制度に基づく地方自治体単位での介護サービスが開始されるなど、高齢

化社会の進展に伴い介護関連事業には、医療法人、非営利法人、異業種を含む営利法人など様々な法

人・企業が参入をしております。 

  

当社グループは、介護職員に対する教育研修に注力し介護サービス品質の維持向上を図ること及び

グループの調剤薬局事業との融合により、他社との差別化を図っていく所存であります。しかしなが

らこれら施策によっても充分な差別化ができず、また新規参入による施設の過剰供給に伴う行政機関

の指定見合わせ及び施設利用料等の自己負担額分の価格競争の激化等が当社グループの業績に影響を

及ぼす可能性があります。 

 また、当社グループは、今後新たに高齢者向け賃貸住宅（サービス付高齢者向け住宅）の経営及び

訪問介護等の在宅系介護サービス事業へ進出する予定であります。サービス付高齢者向け住宅は、建

築・改修費に対する補助金制度や固定資産税等の軽減等の税制優遇措置など、供給を促進する政策が

とられており、異業種の参入が多いことからも競合が激化し、当社グループの業績に影響を及ぼす可

能性があります。また、サービス付高齢者向け住宅は、投資額及び初期費用が当社グループの他の事

業と比較して大きいことから、入居が計画通り進捗しない場合、当社グループの業績及び財政状態に

影響を及ぼす可能性があります。 

  

許可・登録・指定・免許・届出の内容 有効期間 関連する法令 登録等の交付者

介護予防認知症対応型共同生活介護 ６年 介護保険法 各市町村長

認知症対応型共同生活介護 ６年 介護保険法 各市町村長

介護予防認知症対応型通所介護 ６年 介護保険法 各市町村長

認知症対応型通所介護 ６年 介護保険法 各市町村長

居宅介護支援 ６年 介護保険法 各都道府県知事
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ⅱ 安全運営に関するリスク 

  

介護サービスの入居者様及び利用者様は基本的に要支援、要介護認定を受けた高齢者であり、食事

や入浴等を共有する集団生活が行われていることから入居者様の体調悪化や事故発生、食中毒・集団

感染等の危険度が相対的に高いと考えられます。 

当社グループは、充分な人員体制によって入居者様の健康管理を行っているほか、緊急時に備えて

複数の協力医療機関と連携しております。開業してから今日に至るまで当社グループが過失責任を問

われるような事故や食中毒・集団感染等を起こしたことはありませんが、万一、今後このような事態

が発生して当社グループの過失責任が問われたり、何らかの理由により当社グループの施設の評判が

損なわれた場合又は、当社グループに対する否定的風評が立った場合には、当社グループの事業計画

の達成に影響を及ぼす可能性があります。 

また、万一事故や火災等が発生し、入居者様及び利用者様の生命・身体・財産に損害が生じた場

合、不可抗力による場合を除き損害を賠償する可能性があります。その対策として当社グループとい

たしましては、入居者様及び利用者様一人一人に細心の注意を払う体制を強化しており、また、「損

害賠償責任保険」にも加入したうえで運営を行っております。 

  

ⅲ 人員の確保について 

  

介護保険法の人員設置基準により管理者、計画作成担当者、介護従事者の確保が必要となります。

しかしながら必要な知識、経験を備える人材の数は限られている一方で介護業界の拡大及び法改正に

伴い有資格者や優秀な人材に対する需要が高まっていることから人材の確保が難しくなりつつありま

す。離職により人員設置基準を充足しなくなった場合や上記基準の変更により必要な人員補充ができ

ない場合及び人員配置の基準を満たせなくなった場合には、現在提供している、あるいは今後予定し

ている介護保険法上のサービスが提供できなくなり、さらに人件費の上昇、人員採用のためのコスト

増が当社グループの予想を上回ることとなることも考えられ、これらの場合には当社グループの事業

計画達成に影響を及ぼす可能性があります。 

  

③ 事業における共通のリスク 

  

(a) 消費税等の影響について 

  

医療業界において、共通の要因であります消費税等に関しまして、調剤薬局における売上の大部分

が非課税取引となります。しかしながら医薬品等の仕入は課税取引に該当し、その仕入に際して支払

った消費税は消費税法の規定により、当該運営会社（当社グループ会社）で負担する（経費処理す

る）ことになっております。また、これは福祉事業においても同様であります。 

過去の消費税の導入時及び消費税率改定時には、消費税率の上昇分が薬価基準の改正において考慮

されておりました。しかしながら今後、消費税率が改定され薬価基準がその消費税率の変動率に連動

しなかった場合には、当社グループの事業計画の達成に影響を及ぼす可能性があります。 

  

(b) 個人情報について 
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当社グループの主要な事業であります調剤薬局事業、福祉事業においては、患者様、入居者様等の

病歴及び薬歴等の個人情報を取り扱っております。また通信販売におきましては購入者等の情報が蓄

積されております。当社グループとしましては、患者様、入居者様等、お客様の個人情報について充

分な管理体制を構築しておりますが、これらの個人情報が漏洩した場合には、住所、氏名等の一般的

な個人情報の漏洩の場合と比較してより多額の賠償責任が生じる可能性があります。また、個人情報

保護法に関しては、平成17年４月１日より全面施行され、さらに調剤薬局におきましては個人情報を

扱う当社グループの従業員は、その多くが薬剤師であり、薬剤師には重い守秘義務が法律上課せられ

ております（刑法第134条第１項、注）。 

当社グループでは、個人情報保護のため個人情報管理体制の構築と見直し及び従業員教育を行い、

個人情報の取扱いには厳格な対応を行っております。しかしながら、万一個人情報の漏洩があった場

合には、多額の賠償金の支払い、行政処分等を受け、さらに既存顧客の信用及び社会的信用の低下等

により当社グループの業績等が多大な影響を受ける可能性があります。 

(注) 刑法 第134条第1項（秘密漏示） 

医師、薬剤師、医薬品販売業者、助産師、弁護士、弁護人、公証人又はこれらの職にあった者が、

正当な理由がないのに、その業務上取り扱ったことについて知り得た人の秘密を漏らしたときは、

六月以下の懲役又は十万円以下の罰金に処する。 

  

  

新株予約権の発行による影響 

  

当社及び当社グループ各社の役員及び従業員の業績向上に対する貢献意欲や士気を一層高め、長期的

な業績向上を目的とし、株主を重視した経営を推進することを狙いとして、平成14年６月19日開催の臨

時株主総会特別決議、平成16年９月30日開催の定時株主総会特別決議及び平成18年４月26日開催の臨時

株主総会特別決議により、平成13年改正旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づく新株予約権

の発行を実施しております。これらの新株予約権の潜在株式は42,300株であり、発行済株式数

1,623,000株の2.6％に相当しております。これら新株予約権の行使により当社の１株当たりの株式価値

が希薄化する可能性があります。 

  

 
  

  

  

該当事項はありません。 

  

  

Ⅱ 財務に関する事項

(新株予約権の発行） (平成24年６月30日現在)

特別決議日 平成14年６月19日 平成16年９月30日 平成18年４月26日

株式の種類 普通株式 普通株式 普通株式

新株発行予定残数 － 12,000 株 30,300 株

（５）継続企業の前提に関する重要事象等
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当社グループは当社（株式会社オストジャパングループ）及び連結子会社３社で構成され、「質の

高い健康を提案するトータルコーディネート会社」を経営理念としております。当社は持株会社とし

て子会社の経営管理及び資金管理を業務としており、子会社は調剤薬局・福祉施設の経営、不動産賃

貸管理を主たる業務としております。当社グループの事業内容及び連結子会社の当該事業に関わる位

置付けは、次のとおりであります。また、次の３部門は「４．連結財務諸表 (10)連結財務諸表に関

する注記事項（セグメント情報等）」に掲げる報告セグメントの区分と同一であります。 

  

①調剤薬局事業 

連結子会社株式会社オストジャパンが調剤薬局の経営を行っております。当社グループの主力事業

であり、医療機関が発行する処方箋に基づき一般患者様に医薬品の調剤を行う調剤薬局チェーンの経

営を行っております。 

当連結会計年度末（平成24年６月30日）現在、北海道内に23店舗を展開しており、全店直営店であ

ります。出店形態は、病院、診療所の至近の場所で営業するいわゆる門前薬局を中心としておりま

す。当社グループの約７割の店舗では近隣に競合店がなく、主に処方箋を応需している医療機関とマ

ンツーマンの医薬分業体制を構築しております。 

店舗の特長は、患者様個人別に電子薬歴システム管理、充実した研修体制を基盤とした質の高い服

薬指導を行うほか、積極的に健康情報をご提供するための調剤に係るオリジナルシステムの導入、患

者様の気分を和らげる雰囲気の店舗づくりを行うなど、調剤薬局はサービス業であることを認識した

うえで医療サービスをご提供しております。また、後述のように福祉事業を兼営しておりますので、

それぞれのサービスノウハウを共有するよう努めております。これにより、特にご高齢の患者様の立

場に立った服薬指導、介護に関するご相談にも積極的に対応しております。 

  

②福祉事業 

連結子会社株式会社オストケアサービスが福祉施設の経営を行っております。 

札幌市内でグループホーム（注１）２ヶ所（５ユニット（注２））、デイサービス（通所介護）セ

ンター（注３）1ヶ所を経営しております。全施設直営であり、また、グループホーム及びデイサー

ビスセンターではいずれも認知症の方を対象としております。なお、いわゆる訪問介護は行っており

ません。 

入居者様及び通所者様に充実した福祉サービスをご提供することを最優先しており、質の高いケア

を実現するよう努めております。また、兼営する調剤薬局事業と連携し、ほとんどのグループホーム

の入居者様が服用される医薬品について、より飲みやすく扱いやすい調剤方法による服薬となるよう

指導に配慮するなど、両事業による無形のシナジー獲得を追求しております。 

(注１) 要介護者であって認知症である方が、共同生活を営みながら、入浴、排せつ、食事等の介護その他の日常生活上の世話及び機

能訓練を行う施設であります。  

(注２) 定員９名のグループで構成される「共同生活住居」のことであり、グループホームにおける生活の単位であります。 

(注３) デイサービスとは、居宅要介護者について、一定の施設に通わせ、当該施設において入浴、排せつ、食事等の介護その他の日

常生活上の世話や機能訓練を行うものであり、デイサービスセンターはデイサービスを提供する施設であります。 

  

２．企業集団の状況

(1) 事業の内容
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③不動産関連事業 

連結子会社有限会社ファーマコリサーチ及び連結子会社株式会社オストジャパンで、不動産賃貸・

管理を行っております。主に病院・薬局の賃貸店舗用不動産を所有しており、賃貸・管理業務を行っ

ております。 

  

  
 

  

(2) 事業系統図
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当社グループは、「質の高い健康を提案するトータルコーディネート会社」を理念に掲げ、ヘルスケ

ア分野を事業ドメインとして事業展開しております。具体的には、調剤薬局事業、福祉事業、不動産関

連事業の３事業を展開しております。 

 主力事業である調剤薬局事業において、調剤薬局店舗は地域の「かかりつけ薬局」として機能するよ

う医薬品及び関連情報を提供することによって患者様の健康を支えることに留まらず、福祉事業を通じ

て入居者様及び通所者様へ介護サービスをご提供するなど、身体の健康と心の健康の両方をサポートし

地域医療の充実に貢献することが社会的使命であると認識しております。当社グループが手懸けるこれ

ら事業によってシナジーを獲得することで、当社独自の付加価値の高いサービスのご提供を行ってまい

ります。 

  

資本効率を向上させることで経営の安定性を向上させ、また企業価値を高めることが重要であると認

識しております。 

 具体的には、当社グループは自己資本利益率（ＲＯＥ）15％の達成を当面の目標としております。前

連結会計年度は28.1％、当連結会計年度は22.5％となり目標を達成いたしましたが、次年度以降も引き

続き目標といたします。調剤薬局の出店をはじめ設備投資実施の際など、採算性、投資効率を常に意識

しこれらを充分に考慮したうえで意思決定することとしております。 

  

当社グループの事業のうち、特に調剤薬局事業、福祉事業がそれぞれ収益性を有するだけでなく、さ

らに相互に連携することで付加価値の高いサービスを提供することにより、他社との差別化を図り経営

の安定性と成長性を追求することを目指しております。調剤薬局事業及び福祉事業を連携させることに

より、健康をトータルにコーディネートできる企業グループとなることを目指しております。 

【調剤薬局事業】 

 当社グループの主力事業として、また強固な事業基盤としての調剤薬局事業は、薬価基準の引き下げ

の影響等は充分に考慮していく必要がありますが、北海道におけるドミナント戦略をもとにした薬剤仕

入面における工夫、店舗間シフト及び新型機器導入による効率的人員配置及び宅配サービスの強化等で

既存店の収益性を維持向上させながら、採算性を吟味した新規出店を安定的に行う方針であります。ま

た、福祉事業との融合によるサービスの一層の付加価値向上に注力してまいります。 

 また、ジェネリック医薬品の扱いにおいても複数の仕入先と契約を締結しており、ジェネリック医薬

品の普及の進展にも対処できる体制を継続して構築しております。 

３．経営方針

（１）会社の経営の基本方針

（２）目標とする経営指標

（３）中長期的な会社の経営戦略
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【福祉事業】 

 福祉事業は、既存施設のサービス品質の向上及び採算性の向上に注力するとともに調剤薬局事業との

連携を強化して、調剤薬局をバックボーンとする福祉サービスを推進することで同業他社との一層の差

別化を図ってまいります。新規施設の開設及び当社グループがまだ進出していない新たな介護サービス

への進出については、継続して介護保険制度の動向を見極める必要があるものと考えており、今後も充

分に検討を重ねていく方針です。 

 なお、平成24年４月26日付の「固定資産の取得に関するお知らせ」に記載のとおり札幌市豊平区での

高齢者向け賃貸住宅（サービス付き高齢者向け住宅）及び訪問介護等の在宅系サービス事業への進出を

計画しております。 

  

調剤薬局業界においては、医薬分業の進展に伴い競合が激化しているほか、これまで２年毎に行われ

てきた調剤報酬及び薬価の改定に伴い、一般に薬局の収益性は低下傾向にあると言えます。さらに、近

時はジェネリック医薬品の普及促進や平成21年６月施行の改正薬事法により医薬品の販売体制が見直さ

れるなど、医療費の抑制政策が積極的に推進されております。 

 当社グループの薬局店舗においては、サービスレベルの一層の向上等によってより多くの処方箋獲得

を図るとともに、店舗人員配置を常に見直しながら諸経費の節減に努めること及び宅配サービスの強化

などにより環境の変化に対して柔軟に対応し、収益性の維持向上を図ってまいります。 

 また、調剤薬局事業・福祉事業ともにスタッフの研修・教育に引き続き注力することでサービス品質

の維持向上を図り、当社薬剤師が当社のグループホームの入居者様に薬についての相談や指導を行うな

ど、薬局と福祉を融合させることで真に高齢者の側に立った調剤方法の検討や管理を行うとともに、こ

れをバックボーンとして他社以上に安心感のある福祉サービスの提供を実現していく所存であります。

福祉事業においては高齢者向け賃貸住宅（サービス付高齢者向け住宅）及び訪問介護等の在宅系サービ

ス事業の進出を計画しており、業容の拡大を図ります。入居者様が服用する医薬品の管理は当社グルー

プの薬局が担うこととしており、既存店においても新規出店の際にも、この融合化についての視点に留

意した店舗運営及びサービス提供を図り、両事業の融合により従来以上の高付加価値サービスの実現を

目指してまいります。 

  

該当事項はありません。 

  

（４）会社の対処すべき課題

（５）その他、会社の経営上重要な事項
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４．連結財務諸表 
（１）連結貸借対照表 

(単位：千円)

前連結会計年度 
(平成23年６月30日) 

当連結会計年度 
(平成24年６月30日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 380,798 380,207

受取手形及び売掛金 693,046 708,970

商品 210,226 241,957

原材料 10 2,782

貯蔵品 － 331

繰延税金資産 35,083 9,666

その他 20,915 26,294

貸倒引当金 △6,930 △7,090

流動資産合計 1,333,151 1,363,120

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 ※  513,149 ※  526,071

減価償却累計額 △229,608 △242,037

減損損失累計額 △22,413 △19,322

建物及び構築物（純額） 261,127 264,710

機械装置及び運搬具 11,228 11,694

減価償却累計額 △5,404 △8,797

機械装置及び運搬具（純額） 5,824 2,897

工具、器具及び備品 79,334 88,962

減価償却累計額 △57,388 △67,441

減損損失累計額 △187 △187

工具、器具及び備品（純額） 21,757 21,333

リース資産 146,296 155,352

減価償却累計額 △71,237 △90,960

リース資産（純額） 75,058 64,391

土地 ※  183,733 ※  189,660

有形固定資産合計 547,501 542,993

無形固定資産   

その他 21,487 17,477

無形固定資産合計 21,487 17,477

投資その他の資産   

投資有価証券 2,280 1,972

長期貸付金 224,709 213,298

繰延税金資産 19,433 14,195

敷金及び保証金 54,822 53,219

その他 42,921 17,618

貸倒引当金 △224,709 △213,298

投資その他の資産合計 119,457 87,004

固定資産合計 688,446 647,475

資産合計 2,021,598 2,010,596
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(単位：千円)

前連結会計年度 
(平成23年６月30日) 

当連結会計年度 
(平成24年６月30日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 829,576 745,043

1年内返済予定の長期借入金 ※  88,491 ※  67,534

リース債務 35,302 34,483

未払金 28,111 38,513

未払法人税等 81,862 36,437

その他 28,815 35,736

流動負債合計 1,092,159 957,748

固定負債   

長期借入金 ※  224,224 ※  185,536

リース債務 59,255 47,441

資産除去債務 2,912 2,967

その他 ※  46,381 ※  45,574

固定負債合計 332,774 281,519

負債合計 1,424,934 1,239,268

純資産の部   

株主資本   

資本金 282,117 125,052

資本剰余金 178,617 28,630

利益剰余金 135,803 617,976

株主資本合計 596,537 771,659

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 126 △331

その他の包括利益累計額合計 126 △331

純資産合計 596,664 771,327

負債純資産合計 2,021,598 2,010,596
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（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書 
 連結損益計算書 

(単位：千円)

前連結会計年度 
(自 平成22年７月１日 
 至 平成23年６月30日) 

当連結会計年度 
(自 平成23年７月１日 
 至 平成24年６月30日) 

売上高 4,999,729 5,042,062

売上原価 4,582,049 4,537,101

売上総利益 417,680 504,961

販売費及び一般管理費   

役員報酬 82,800 83,664

給料 43,209 41,677

支払報酬 22,020 39,372

貸倒引当金繰入額 － 159

その他 82,649 82,215

販売費及び一般管理費合計 230,679 247,089

営業利益 187,001 257,871

営業外収益   

受取利息及び配当金 109 105

助成金収入 16,297 10,932

受取地代家賃 3,752 3,302

受取保険料 － 1,690

受取手数料 1,925 275

貸倒引当金戻入額 － 11,411

その他 2,038 1,160

営業外収益合計 24,123 28,877

営業外費用   

支払利息 9,734 7,024

株式交付費償却 106 －

その他 686 130

営業外費用合計 10,526 7,155

経常利益 200,598 279,593

特別利益   

固定資産売却益 ※1  16,189 ※1  2,551

貸倒引当金戻入額 2,128 －

特別利益合計 18,317 2,551

特別損失   

固定資産除却損 ※2  881 ※2  286

減損損失 ※3  3,526 ※3  324

たな卸資産廃棄損 5,216 4,294

債務保証損失 763 943

賃貸借契約解約損 1,755 －

店舗閉鎖損失 1,255 －

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 9,582 －

特別損失合計 22,981 5,848

税金等調整前当期純利益 195,934 276,296

法人税、住民税及び事業税 92,371 91,480

法人税等調整額 △43,670 30,856

法人税等合計 48,701 122,336

少数株主損益調整前当期純利益 147,233 153,959

当期純利益 147,233 153,959
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 連結包括利益計算書 

(単位：千円)

前連結会計年度 
(自 平成22年７月１日 
 至 平成23年６月30日) 

当連結会計年度 
(自 平成23年７月１日 
 至 平成24年６月30日) 

少数株主損益調整前当期純利益 147,233 153,959

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △163 △457

その他の包括利益合計 △163 ※  △457

包括利益 147,069 153,501

（内訳）   

親会社株主に係る包括利益 147,069 153,501

少数株主に係る包括利益 － －
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（３）連結株主資本等変動計算書 

(単位：千円)

前連結会計年度 
(自 平成22年７月１日 
 至 平成23年６月30日) 

当連結会計年度 
(自 平成23年７月１日 
 至 平成24年６月30日) 

株主資本   

資本金   

当期首残高 282,117 282,117

当期変動額   

新株の発行（新株予約権の行使） － 26,052

資本金から剰余金への振替 － △183,117

当期変動額合計 － △157,065

当期末残高 282,117 125,052

資本剰余金   

当期首残高 178,617 178,617

当期変動額   

剰余金（その他資本剰余金）の配当 － △4,890

資本金から剰余金への振替 － 183,117

欠損填補 － △328,213

当期変動額合計 － △149,986

当期末残高 178,617 28,630

利益剰余金   

当期首残高 △11,429 135,803

当期変動額   

当期純利益 147,233 153,959

欠損填補 － 328,213

当期変動額合計 147,233 482,172

当期末残高 135,803 617,976

株主資本合計   

当期首残高 449,304 596,537

当期変動額   

新株の発行（新株予約権の行使） － 26,052

剰余金（その他資本剰余金）の配当 － △4,890

当期純利益 147,233 153,959

資本金から剰余金への振替 － －

欠損填補 － －

当期変動額合計 147,233 175,121

当期末残高 596,537 771,659

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金   

当期首残高 289 126

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △163 △457

当期変動額合計 △163 △457

当期末残高 126 △331
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(単位：千円)

前連結会計年度 
(自 平成22年７月１日 
 至 平成23年６月30日) 

当連結会計年度 
(自 平成23年７月１日 
 至 平成24年６月30日) 

純資産合計   

当期首残高 449,594 596,664

当期変動額   

新株の発行（新株予約権の行使） － 26,052

剰余金（その他資本剰余金）の配当 － △4,890

当期純利益 147,233 153,959

資本金から剰余金への振替 － －

欠損填補 － －

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △163 △457

当期変動額合計 147,069 174,663

当期末残高 596,664 771,327
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書 

(単位：千円)

前連結会計年度 
(自 平成22年７月１日 
 至 平成23年６月30日) 

当連結会計年度 
(自 平成23年７月１日 
 至 平成24年６月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益 195,934 276,296

減価償却費 86,979 76,870

減損損失 3,526 324

債務保証損失 763 943

貸倒引当金の増減額（△は減少） △2,128 △11,252

受取利息及び受取配当金 △109 △105

支払利息 9,734 7,024

株式交付費償却 106 －

有形固定資産売却損益（△は益） △16,189 △2,551

有形固定資産除却損 881 286

たな卸資産廃棄損 5,216 4,294

店舗閉鎖損失 1,255 －

賃貸借契約解約損 1,755 －

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 9,582 －

その他の資産の増減額（△は増加） 13,224 17,167

売上債権の増減額（△は増加） 12,706 △15,924

たな卸資産の増減額（△は増加） △6,933 △39,128

仕入債務の増減額（△は減少） △110,241 △84,532

未払金の増減額（△は減少） △379 9,553

長期前払費用の増減額（△は増加） 403 △67

未払消費税等の増減額（△は減少） 3,337 △1,378

その他の負債の増減額（△は減少） 1,791 9,125

預り敷金及び保証金の増減額（△は減少） △1,857 △807

小計 209,359 246,137

利息及び配当金の受取額 109 105

利息の支払額 △9,795 △7,010

債務保証履行による支出 △143,774 △943

法人税等の支払額 △13,440 △136,201

営業活動によるキャッシュ・フロー 42,458 102,087

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △29,764 △44,395

有形固定資産の売却による収入 113,044 3,876

無形固定資産の取得による支出 △2,387 △425

投資有価証券の取得による支出 △599 △349

長期貸付金の回収による収入 2,000 11,411

投資その他の資産の増減額（△は増加） △16,121 2,539

投資活動によるキャッシュ・フロー 66,170 △27,341

財務活動によるキャッシュ・フロー   

長期借入れによる収入 155,000 30,000

長期借入金の返済による支出 △159,067 △89,644

新株予約権の行使による株式の発行による収入 － 26,052

リース債務の返済による支出 △38,971 △37,021

配当金の支払額 － △4,722

財務活動によるキャッシュ・フロー △43,039 △75,336

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 65,590 △590

現金及び現金同等物の期首残高 315,208 380,798

現金及び現金同等物の期末残高 ※  380,798 ※  380,207
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該当事項はありません。 

  

１ 連結の範囲に関する事項 

（１）連結子会社の数  ３社 

株式会社オストジャパン 

有限会社ファーマコリサーチ 

株式会社オストケアサービス 

上記のうち株式会社オストケアサービスについては、当連結会計年度において新たに設立したた

め、連結の範囲に含めております。 

  

（２）主要な非連結子会社の名称等 

当社はすべての子会社を連結しており、非連結子会社はありません。 

  

２ 持分法の適用に関する事項 

該当事項はありません。 

  

３ 連結子会社の事業年度等に関する事項 

すべての連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致しております。 

  

４ 会計処理基準に関する事項 

（１）重要な資産の評価基準及び評価方法 

①有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動

平均法により算定）を採用しております。 

時価のないもの 

移動平均法による原価法を採用しております。 

②たな卸資産 

当社グループは主として移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切

下げの方法により算定）を採用しております。 

  

（２）重要な減価償却資産の減価償却の方法 

①有形固定資産（リース資産を除く） 

建物（附属設備を除く） 

(a)平成19年３月31日以前に取得したもの 

法人税法に規定する旧定額法 

（５）継続企業の前提に関する注記

（６）連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項
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(b)平成19年４月１日以降に取得したもの 

法人税法に規定する定額法 

  

建物（附属設備を除く）以外 

(a) 平成19年３月31日以前に取得したもの 

法人税法に規定する旧定率法 

(b)平成19年４月１日以降に取得したもの 

法人税法に規定する定率法 

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

建物及び構築物   ７～50年 

機械装置及び運搬具 ２～６年 

工具、器具及び備品 ２～20年 

②無形固定資産（リース資産を除く） 

定額法によっております。 

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づいておりま

す。 

③リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。 

  

（３）重要な引当金の計上基準 

貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

  

（４）連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動については僅少

なリスクしか負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。 

  

（５）その他連結財務諸表作成のための重要な事項 

①消費税等の会計処理 

税抜方式を採用しております。 

  なお、控除不能消費税等は、発生事業年度の期間費用としております。但し、固定資産に係る控除

対象外消費税等は、投資その他の資産の「その他」に計上し、法人税法の規定により均等償却を行っ

ております。 

②連結納税制度の適用 

連結納税制度を適用しております。 
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当連結会計年度より、「１株当たり当期純利益に関する会計基準」(企業会計基準第２号 平成22年

６月30日)、「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第４号 平

成22年６月30日公表分)及び「１株当たり当期純利益に関する実務上の取扱い」(実務対応報告第９号

平成22年６月30日)を適用しております。 

当連結会計年度において株式分割を行いましたが、前連結会計年度の期首に当該株式分割が行われた

と仮定し、１株当たり純資産額、１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益

金額を算定しております。 

なお、１株当たり情報に与える影響は当該箇所に記載しております。 

  

(連結損益計算書関係) 

前連結会計年度において、「販売費及び一般管理費」の「その他」に含めていた「支払報酬」は、販

売費及び一般管理費の総額の100分の10を超えたため、当連結会計年度より独立掲記することとしてお

ります。この表示方法の変更を反映させるため、前連結会計年度の連結財務諸表の組替えを行っており

ます。 

この結果、前連結会計年度の連結損益計算書において、「販売費及び一般管理費」の「その他」に表

示していた104,670千円は、「支払報酬」22,020千円、「その他」82,649千円として組み替えておりま

す。 

  

当連結会計年度の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正により、「会計上の変更及

び誤謬の訂正に関する会計基準」(企業会計基準第24号 平成21年12月４日)及び「会計上の変更及び誤

謬の訂正に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第24号 平成21年12月４日)を適用して

おります。 

なお、「金融商品会計に関する実務指針」（日本公認会計士協会会計制度委員会報告第14号）に基づ

き、当連結会計年度の「貸倒引当金戻入額」は、「営業外収益」に計上しておりますが、前連結会計年

度については遡及処理を行っておりません。 

  

※ 担保に供している資産及び担保権によって担保されている債務は次のとおりであります。 

 
  

（７）会計方針の変更

（８）表示方法の変更

（９）追加情報

（10）連結財務諸表に関する注記事項

(連結貸借対照表関係)

前連結会計年度
(平成23年６月30日)

当連結会計年度 
(平成24年６月30日)

建物及び構築物 183,744千円 167,085千円

土     地 157,139千円 146,539千円

      計 340,884千円 313,624千円

１年以内返済予定長期借入金 41,368千円 31,434千円

長期借入金 136,374千円 105,786千円

預り敷金及び保証金 34,890千円 33,032千円

      計 212,633千円 170,254千円
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※１．固定資産売却益の内容は次のとおりであります。 

 
  

※２．固定資産除却損の内容は次のとおりであります。 

 
  

※３．減損損失 

前連結会計年度 (自 平成22年７月１日 至 平成23年６月30日) 

当連結会計年度において、当社グループは以下の資産グループについて減損損失を計上しました。 

 
当社グループは、管理会計上の事業区分に基づく事業所単位をキャッシュ・フローを生み出す最小の

単位とし、本社等の全事業資産を共用資産としてグルーピングしております。 

上記の賃貸用不動産は遊休状態であり、将来的にも収益性向上の見通しが立たない状況下であること

から、減損損失（3,526千円）として特別損失に計上しております。その内訳は、土地212千円、建物及

び構築物3,314千円であります。 

なお、回収可能価額については、正味売却価額により測定しており、入手可能な評価額及び市場価格

等を勘案した自社における合理的な見積額に基づいて評価しております。 

  

当連結会計年度 (自 平成23年７月１日 至 平成24年６月30日) 

当連結会計年度において、当社グループは以下の資産グループについて減損損失を計上しました。 

 
当社グループは、管理会計上の事業区分に基づく事業所単位をキャッシュ・フローを生み出す最小の

単位とし、本社等の全事業資産を共用資産としてグルーピングしております。 

  

(連結損益計算書関係)

前連結会計年度
(自  平成22年７月１日
至  平成23年６月30日)

当連結会計年度
(自  平成23年７月１日
至  平成24年６月30日)

建物及び構築物 250千円 2,089千円

工具、器具及び備品 －千円 462千円

土地 15,939千円 －千円

計 16,189千円 2,551千円

前連結会計年度
(自  平成22年７月１日
至  平成23年６月30日)

当連結会計年度
(自  平成23年７月１日
至  平成24年６月30日)

建物及び構築物 881千円 －千円

機械装置及び運搬具 －千円 9千円

工具、器具及び備品 －千円 13千円

リース資産 －千円 263千円

計 881千円 286千円

場所 用途 種類

賃貸用不動産 
(北見市)

遊休不動産 土地、建物及び構築物

場所 用途 種類

エルフィン薬局 
(北広島市)

調剤薬局 建物及び構築物
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調剤薬局１店舗については、２年間キャッシュ・フローのマイナスが継続しており、将来的にも収益

性向上の見通しが立たない状況下であることから、帳簿価額及びリース資産の一部転用可能資産を除

き、減損損失（224千円）として特別損失に計上しております。その内訳は、建物及び構築物224千円で

あります。 

なお、回収可能価額については、正味売却価額により測定しており、自社における合理的な見積額に

基づいて評価しております。 

また、ゴルフ会員権につき時価相当額の減少により、100千円の減損損失を計上しております。 

  

当連結会計年度（自 平成23年７月１日 至 平成24年６月30日） 

※ その他の包括利益に係る組替調整額及び税効果額 

 
  

前連結会計年度（自 平成22年７月１日 至 平成23年６月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 
  

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

該当事項はありません。 

  

３．配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

該当事項はありません。 

  

(連結包括利益計算書関係)

その他有価証券評価差額金

 当期発生額 △658千円

 組替調整額 －千円

  税効果調整前 △658千円

  税効果額 200千円

  その他有価証券評価差額金 △457千円

その他の包括利益合計 △457千円

(連結株主資本等変動計算書関係)

当連結会計年度期首
株式数（株）

当連結会計年度増加株
式数（株）

当連結会計年度減少株
式数（株）

当連結会計年度末
株式数（株）

発行済株式

 普通株式 4,890 － － 4,890

合計 4,890 － － 4,890

自己株式

 普通株式 － － － －

合計 － － － －
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(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

 
  

当連結会計年度（自 平成23年７月１日 至 平成24年６月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 
 （変動事由の概要） 

  発行済株式の増加につきましては、ストック・オプション（新株予約権）の行使によるものでありま

す。なお、平成23年７月１日付で普通株式１株につき300株の割合で株式分割を実施しております。 

  

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

該当事項はありません。 

  

３．配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

 
  

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

 
  

※ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

 
  

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成23年９月28日 
定時株主総会

普通株式
その他 

資本剰余金
4,890 1,000 平成23年６月30日 平成23年９月29日

当連結会計年度期首
株式数（株）

当連結会計年度増加株
式数（株）

当連結会計年度減少株
式数（株）

当連結会計年度末
株式数（株）

発行済株式

 普通株式 1,467,000 156,000 － 1,623,000

合計 1,467,000 156,000 － 1,623,000

自己株式

 普通株式 － － － －

合計 － － － －

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり配当額

(円)
基準日 効力発生日

平成23年９月28日 
定時株主総会

普通株式 4,890 1,000 平成23年６月30日 平成23年９月29日

決議（予定） 株式の種類 配当の原資
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成24年９月26日 
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 9,738 6 平成24年６月30日 平成24年９月27日

(連結キャッシュ・フロー計算書関係)

前連結会計年度
(自  平成22年７月１日
至  平成23年６月30日)

当連結会計年度
(自  平成23年７月１日
至  平成24年６月30日)

現金及び預金勘定 380,798千円 380,207千円

現金及び現金同等物 380,798千円 380,207千円
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１．ファイナンス・リース取引（借主側） 

所有権移転外ファイナンス・リース取引 

① リース資産の内容 

有形固定資産 

主として、調剤薬局事業における調剤機器（工具、器具及び備品）であります。 

② リース資産の減価償却の方法 

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項「４ 会計処理基準に関する事項 (2) 重要な減価

償却資産の減価償却の方法」に記載のとおりであります。 

２．オペレーティング・リース取引 

オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料 

 
  

１  金融商品の状況に関する事項 

(1) 金融商品に対する取組方針 

当社グループは、設備投資計画に照らして、必要な資金を主に銀行借入により調達しております。一

時的な余剰資金は安全性の高い金融資産で運用しております。また、デリバティブ取引は、現在のとこ

ろ行わない方針であります。 

  

(2) 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制 

受取手形及び売掛金の大部分は、調剤薬局事業における調剤報酬を国民健康保険団体連合会、社会保

険診療報酬支払基金等の保険者に請求した金額であり、その保険者に対する信用リスクは僅少であると

考えております。また、投資有価証券は主として株式であり、市場価格の変動リスクにさらされており

ますが、上場株式については四半期ごとに時価の把握を行っております。 

長期貸付金は、平成21年6月29日に発行済全株式を譲渡した北日本化学株式会社に対するものであり

ますが、その全額に対し貸倒引当金を計上しております。また、敷金及び保証金は、店舗等の出店に伴

う賃貸借契約に基づくものであり、契約先の信用リスクにさらされておりますが、契約先ごとに取引開

始時に適宜信用調査を行うとともに、期日及び残高を管理しております。 

支払手形及び買掛金は、そのほとんどが３ヶ月以内の支払期日であります。また、長期借入金及びリ

ース取引に係るリース債務は、主に設備投資に必要な資金の調達を目的としたものであります。長期借

入金は固定金利での調達を基本としております。償還日は決算日後、最長で５年９ヶ月後であります。

資金調達に係る流動性リスクの管理に関しては、担当部署が適時に資金繰計画を作成・更新するとと

もに、手許流動性の維持などにより流動性リスクを管理しております。 

  

(3) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価

額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等

を採用することにより、当該価額が変動することもあります。 

  

(リース取引関係)

(単位：千円)

前連結会計年度
(平成23年６月30日)

当連結会計年度 
(平成24年６月30日)

１年内 1,545 2,769

１年超 2,793 3,402

合計 4,338 6,172

(金融商品関係)
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２  金融商品の時価等に関する事項 

連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、時価を把握

することが極めて困難と認められるものは、次表には含めておりません((注２)を参照ください。)。 

前連結会計年度 (平成23年６月30日) 

  (単位：千円) 

 
(※１)  長期貸付金に個別に計上している貸倒引当金を控除しております。 

(※２)  １年内返済予定額を含んでおります。 

  

当連結会計年度 (平成24年６月30日) 

  (単位：千円) 

 
(※１)  長期貸付金に個別に計上している貸倒引当金を控除しております。 

(※２)  １年内返済予定額を含んでおります。 

  

連結貸借対照表
計上額

時価 差額

(1) 現金及び預金 380,798 380,798 ―

(2) 受取手形及び売掛金 693,046 693,046 ―

(3) 投資有価証券 2,280 2,280 ―

(4) 長期貸付金 224,709

  貸倒引当金（※１） △224,709

― ― ―

(5) 敷金及び保証金 32,025 25,177 △6,848

資産計 1,108,150 1,101,302 △6,848

(1) 支払手形及び買掛金 829,576 829,576 ―

(2) 長期借入金（※２） 312,715 316,440 3,724

(3) リース債務（※２） 94,558 95,210 652

負債計 1,236,850 1,241,227 4,377

連結貸借対照表
計上額

時価 差額

(1) 現金及び預金 380,207 380,207 ―

(2) 受取手形及び売掛金 708,970 708,970 ―

(3) 投資有価証券 1,972 1,972 ―

(4) 長期貸付金 213,298

  貸倒引当金（※１） △213,298

― ― ―

(5) 敷金及び保証金 31,682 26,242 △5,440

資産計 1,122,833 1,117,393 △5,440

(1) 支払手形及び買掛金 745,043 745,043 ―

(2) 長期借入金（※２） 253,071 255,082 2,011

(3) リース債務（※２） 81,925 83,040 1,115

負債計 1,080,040 1,083,167 3,127
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(注１)金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項 

資  産 

(1) 現金及び預金、並びに(2) 受取手形及び売掛金 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によって

おります。 

  

(3) 投資有価証券 

市場性のある株式は取引所の価格によっております。また、有価証券に関する事項については、注記

事項「有価証券関係」をご参照ください。 

  

(4) 長期貸付金 

貸倒懸念債権であるため、回収可能性を勘案し帳簿価額と時価をゼロとしております。 

  

(5) 敷金及び保証金 

主に定期借地権等の契約がある敷金及び保証金であり、これらの時価は合理的と考えられる割引率を

用いて算定しております。 

  

負  債 

(1) 支払手形及び買掛金 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によって

おります。 

  

(2) 長期借入金、並びに(3)リース債務 

これらの時価については、元利金の合計額を新規に同様の借入又はリース取引を行った場合に想定さ

れる利率で割り引いた現在価値により算定しております。 

  

(注２)時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品の連結貸借対照表計上額 
  (単位：千円) 

 
上記については、店舗の敷金及び保証金であり、退店時期が過去の実績などから合理的に見積もるこ

とが出来ず、時価を把握することが極めて困難と認められることから上表には含めておりません。 

  

区分 平成23年６月30日 平成24年６月30日

敷金及び保証金 22,796 21,536
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(注３)金銭債権の連結決算日後の償還予定額 

前連結会計年度 (平成23年６月30日) 

 (単位：千円) 

 
  

当連結会計年度 (平成24年６月30日) 

 (単位：千円) 

 
  

(注４)長期借入金及びリース債務の連結決算日後の返済予定額 

前連結会計年度 (平成23年６月30日) 

 (単位：千円) 

 
  

当連結会計年度 (平成24年６月30日) 

 (単位：千円) 

 
  

１年以内
１年超
５年以内

５年超 
10年以内

10年超

現金及び預金 380,798 ― ― ―

受取手形及び売掛金 693,046 ― ― ―

合計 1,073,844 ― ― ―

１年以内
１年超
５年以内

５年超 
10年以内

10年超

現金及び預金 380,207 ― ― ―

受取手形及び売掛金 708,970 ― ― ―

合計 1,089,178 ― ― ―

１年以内
１年超
５年以内

５年超 
10年以内

10年超

長期借入金 88,491 193,971 30,252 ―

リース債務 35,302 59,255 ― ―

合計 123,794 253,227 30,252 ―

１年以内
１年超
５年以内

５年超 
10年以内

10年超

長期借入金 67,534 173,050 12,485 ―

リース債務 34,483 47,441 ― ―

合計 102,018 220,492 12,485 ―
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１．その他有価証券 

前連結会計年度（平成23年６月30日） 

 
（注）減損処理にあたっては、期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合にはすべて減損処理を行

い、30～50％程度の下落した場合には、当該金額の重要性、回復可能性等考慮して必要と認められた額につい

て減損処理を行っております。 

  

当連結会計年度（平成24年６月30日） 

 
（注）減損処理にあたっては、期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合にはすべて減損処理を行

い、30～50％程度の下落した場合には、当該金額の重要性、回復可能性等考慮して必要と認められた額につい

て減損処理を行っております。 

  

(有価証券関係)

種類
連結貸借対照表計上額

（千円）
取得原価（千円） 差額（千円）

連結貸借対照表計上額が 
取得原価を超えるもの

（１）株式 2,280 2,154 126

（２）債券

①国債・地方債等 － － －

②社債 － － －

③その他 － － －

（３）その他 － － －

小計 2,280 2,154 126

連結貸借対照表計上額が 
取得原価を超えないもの

（１）株式 － － －

（２）債券

①国債・地方債等 － － －

②社債 － － －

③その他 － － －

（３）その他 － － －

小計 － － －

合計 2,280 2,154 126

種類
連結貸借対照表計上額

（千円）
取得原価（千円） 差額（千円）

連結貸借対照表計上額が 
取得原価を超えるもの

（１）株式 － － －

（２）債券

①国債・地方債等 － － －

②社債 － － －

③その他 － － －

（３）その他 － － －

小計 － － －

連結貸借対照表計上額が 
取得原価を超えないもの

（１）株式 1,972 2,504 △532

（２）債券

①国債・地方債等 － － －

②社債 － － －

③その他 － － －

（３）その他 － － －

小計 1,972 2,504 △532

合計 1,972 2,504 △532
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当社グループは、デリバティブ取引を全く利用していないため、該当事項はありません。 

  

１．採用している退職給付制度の概要 

当社グループは、中小企業退職金共済制度を採用しております。 

２．退職給付費用に関する事項 

 
  

(デリバティブ取引関係)

(退職給付関係)

前連結会計年度
(自  平成22年７月１日
至  平成23年６月30日)

当連結会計年度
(自  平成23年７月１日
至  平成24年６月30日)

中小企業退職金共済への掛金拠出額(千円) 11,926 11,201

－35－

株式会社オストジャパングループ（2757）平成24年６月期 決算短信



  

１．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況 

(1) ストック・オプションの内容 

 
(注) 平成23年７月１日付で普通株式１株につき300株の割合で株式分割を行っており、分割後の株式数に換算して記

載しております。 

  

(2) ストック・オプションの規模及びその変動状況 

当連結会計年度（平成24年６月期）において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・

オプションの数については、株式数に換算して記載しております。 

①ストック・オプションの数 

 
(注) 平成23年７月１日付で普通株式１株につき300株の割合で株式分割を行っており、分割後の株式数に換算して記

載しております。 

②単価情報 

 
(注) 平成23年７月１日付で普通株式１株につき300株の割合で株式分割を行っており、分割後の株式数に換算して記

載しております。 

  

(ストック・オプション等関係)

平成14年
ストック・オプション

平成16年
ストック・オプション

平成18年 
ストック・オプション

付与対象者の区分及び数 
（名）

当社取締役４ 当社取締役１ 当社取締役４
当社連結子会社取締役１ 当社連結子会社取締役１ 当社連結子会社取締役６

当社監査役１ 当社従業員５
当社連結子会社従業員１ 当社連結子会社従業員41

ストック・オプション数 
（株）(注)

普通株式 547,500 普通株式 12,000 普通株式 65,100

付与日 平成14年６月19日 平成16年９月30日 平成18年４月26日

権利確定条件

付与日（平成14年６月19
日）以降、権利確定日（平
成16年７月１日）まで継続
して勤務していること。

付与日（平成16年９月30
日）以降、権利確定日（平
成18年10月１日）まで継続
して勤務していること。

付与日（平成18年４月26
日）以降、権利確定日（平
成20年５月１日）まで継続
して勤務していること。

対象勤務期間
対象勤務期間の定めはあり
ません。

同左 同左

権利行使期間
自 平成16年７月１日
至 平成24年５月31日

自 平成18年10月１日
至 平成26年９月29日

自 平成20年５月１日
至 平成28年３月31日

平成14年
ストック・オプション

平成16年
ストック・オプション

平成18年 
ストック・オプション

権利確定前      (株)

 前連結会計年度末 － － －

 付与 － － －

 失効 － － －

 権利確定 － － －

 未確定残 － － －

権利確定後      (株)

 前連結会計年度末 156,000 12,000 31,200

 権利確定 － － －

 権利行使 156,000 － －

 失効 － － 900

 未行使残 － 12,000 30,300

平成14年
ストック・オプション

平成16年
ストック・オプション

平成18年 
ストック・オプション

権利行使価格     (円) 167 327 640

行使時平均株価    (円) 256 － －

公正な評価単価(付与日)(円) － － －
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１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

 
  

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

 
  

(税効果会計関係)

前連結会計年度
(平成23年６月30日)

当連結会計年度 
(平成24年６月30日)

繰延税金資産（流動）

    未払事業税 7,258千円 4,413千円

    減価償却費 856千円 1,079千円

  減損損失 －千円 1,158千円

    税務上の繰越欠損金 26,289千円 －千円

  貸倒引当金 －千円 2,770千円

    その他 678千円 245千円

    繰延税金資産（流動）計 35,083千円 9,666千円

繰延税金資産（固定）

    減価償却費 2,523千円 1,477千円

    減損損失 10,364千円 5,761千円

    投資有価証券評価損 989千円 1,140千円

    連結会社間内部利益消去 1千円 0千円

    貸倒引当金 90,782千円 75,294千円

    債務保証損失引当金繰入額 47,342千円 41,366千円

    債務保証損失 10,742千円 9,719千円

    資産除去債務 4,487千円 4,421千円

    たな卸資産評価損 2,371千円 1,996千円

    その他 1,388千円 927千円

        小計 170,993千円 142,105千円

    評価性引当額 △150,029千円 △126,379千円

    繰延税金資産（固定）計 20,964千円 15,726千円

繰延税金負債（固定）

    土地評価益 1,531千円 1,531千円

    繰延税金負債（固定）計 1,531千円 1,531千円

繰延税金資産（固定）の純額 19,433千円 14,195千円

繰延税金負債（固定）の純額 －千円 －千円

前連結会計年度
(平成23年６月30日)

当連結会計年度
(平成24年６月30日)

法定実効税率 40.4％ 40.4％

（調整）

交際費等永久に損金に算入されない項目 0.8％ 1.8％

評価性引当増減額 △18.2％ －％

住民税均等割等 1.2％ 1.0％

その他 0.7％ 1.1％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 24.9％ 44.3％
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３．法定実効税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正 

経済社会の構造の変化に対応した税制の構築を図るための所得税法等の一部を改正する法律及び東日本

大震災からの復興のための施策を実施するために必要な財源の確保に関する特別措置法が平成23年12月２

日に公布されたことに伴い、当連結会計年度の繰延税金資産及び繰延税金負債の計算(ただし、平成24年

７月１日以降解消されるものに限る)に使用した法定実効税率は、前連結会計年度の40.4％から、回収又

は支払が見込まれる期間が平成24年７月１日から平成27年６月30日までのものは37.7％、平成27年７月１

日以降のものについては35.3％にそれぞれ変更されております。 

その結果、繰延税金資産の金額(繰延税金負債の金額を控除した金額)が2,342千円減少し、当連結会計

年度に計上された法人税等調整額が2,327千円増加し、その他有価証券評価差額金が14千円減少しており

ます。 
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資産除去債務のうち連結貸借対照表に計上しているもの 

  

調剤薬局店舗等の不動産賃貸借契約に伴う原状回復義務等であります。 

  

調剤薬局事業の店舗等について、使用見込期間を20年から22年と見積り、割引率は1.829%から1.903%を使用して

資産除去債務の金額を計算しております。 

  

  

 
（注）前連結会計年度の「期首残高」は「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号  平成20年３月31

日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号  平成20年３月31日）

を適用したことによる残高であります。 

  

  

当社グループは、北海道において、賃貸用の不動産(土地を含む。)を有しております。平成23年６月期

における当該賃貸等不動産に関する賃貸損益は10,186千円(賃貸収益は営業収益に、賃貸費用は営業費用

に計上）であります。平成24年６月期における当該賃貸等不動産に関する賃貸損益は13,104千円(賃貸収

益は営業収益に、賃貸費用は営業費用に計上）であります。 

賃貸等不動産の連結貸借対照表計上額及び期中における主な変動並びに連結決算日における時価及び当

該時価の算定方法は以下のとおりであります。 

 
(注) １  連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した金額であります。 

２  期中増減額のうち、前連結会計年度の主な減少は、賃貸用不動産の売却（96,735千円）、減損損失（3,526

千円）、減価償却費（6,311千円）であります。 

当連結会計年度の主な増加は、賃貸用不動産の取得（30,214千円）であります。 

  

３  時価の算定方法 

主要な物件については、社外の不動産鑑定評価書に基づく金額であります。 

  

(資産除去債務関係)

(1) 当該資産除去債務の概要

(2) 当該資産除去債務の金額の算定方法

(3) 当該資産除去債務の総額の増減

前連結会計年度
(自  平成22年７月１日
至  平成23年６月30日)

当連結会計年度
(自  平成23年７月１日
至  平成24年６月30日)

期首残高（注） 3,673千円 2,912千円

時の経過による調整額 65千円 54千円

資産除去債務の履行による減少額 △826千円 －千円

期末残高 2,912千円 2,967千円

(賃貸等不動産関係)

(単位：千円)

前連結会計年度
(自  平成22年７月１日
至  平成23年６月30日)

当連結会計年度
(自  平成23年７月１日
至  平成24年６月30日)

連結貸借対照表計上額

期首残高 233,838 127,263

期中増減額 △106,574 23,255

期末残高 127,263 150,518

期末時価 137,909 151,821
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１  報告セグメントの概要 

当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であ

り、取締役会が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となってい

るものであります。 

当社グループは、サービス別のセグメントから構成されており、「調剤薬局事業」、「福祉事業」及び

「不動産関連事業」の３事業を報告セグメントとしております。 

「調剤薬局事業」：調剤薬局の経営 

 「福祉事業」：福祉施設の経営 

 「不動産関連事業」：不動産賃貸・管理業務等 

  

２  報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法 

報告されている事業セグメントの会計処理方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事

項」における記載と概ね同一であります。 

 セグメント間の内部収益及び振替高は市場実勢価格に基づいております。 

   

３  報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報 

前連結会計年度(自  平成22年７月１日  至  平成23年６月30日) 

 
(注) 1 調整額は、以下のとおりであります。 

(1) セグメント利益又は損失の調整額△182,874千円には、セグメント間取引消去△13,433千円及び全社費用△

169,440千円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。 

(2) セグメント資産の調整額116,812千円には、セグメント間消去△84,664千円及び全社資産201,477千円が含

まれております。全社資産は、主に報告セグメントに帰属しない親会社での貸付金及び管理部門に係る資産

等であります。 

(3) 有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額1,168千円は、報告セグメントに帰属しない親会社での設

備投資額であります。 

   2 セグメント利益又は損失は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

(セグメント情報等)

(セグメント情報)

(単位：千円)

報告セグメント
調整額 
(注) 1

連結財務諸表
計上額 
(注) 2調剤薬局事業 福祉事業

不動産関連
事業

計

売上高

  外部顧客への売上高 4,743,741 233,605 22,383 4,999,729 － 4,999,729

  セグメント間の内部 
  売上高又は振替高

155 － 13,278 13,433 △13,433 －

計 4,743,896 233,605 35,661 5,013,163 △13,433 4,999,729

セグメント利益 
又は損失（△）

355,197 △8,785 23,464 369,876 △182,874 187,001

セグメント資産 1,537,290 218,294 149,200 1,904,785 116,812 2,021,598

その他の項目

  減価償却費 65,116 9,173 6,876 81,166 3,812 84,978

 減損損失 － － 3,526 3,526 － 3,526

  有形固定資産及び無 
 形固定資産の増加額

46,841 6,495 － 53,336 1,168 54,504
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当連結会計年度(自  平成23年７月１日  至  平成24年６月30日) 

 
(注) 1 調整額は、以下のとおりであります。 

(1) セグメント利益の調整額△200,848千円には、セグメント間取引消去△15,440千円及び全社費用△185,407

千円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。 

(2) セグメント資産の調整額165,965千円には、セグメント間消去△103,109千円及び全社資産269,074千円が含

まれております。全社資産は、主に報告セグメントに帰属しない親会社での貸付金及び管理部門に係る資産

等であります。 

(3) 有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額720千円は、報告セグメントに帰属しない親会社での設備

投資額であります。 

   2 セグメント利益は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

  

前連結会計年度(自 平成22年７月１日 至 平成23年６月30日) 

１  製品及びサービスごとの情報 

   セグメント情報の中で同様の開示がされているため、記載を省略しております。 

  

２  地域ごとの情報 

(1) 売上高 

   本邦以外の外部顧客への売上高がないため、該当事項はありません。 

  

(2) 有形固定資産 

   本邦以外の国又は地域に有形固定資産がないため、該当事項はありません。 

  

(単位：千円)

報告セグメント
調整額 
(注) 1

連結財務諸表
計上額 
(注) 2調剤薬局事業 福祉事業

不動産関連
事業

計

売上高

  外部顧客への売上高 4,786,997 231,030 24,033 5,042,062 － 5,042,062

  セグメント間の内部 
  売上高又は振替高

1,052 － 14,388 15,440 △15,440 －

計 4,788,050 231,030 38,421 5,057,502 △15,440 5,042,062

セグメント利益 423,002 8,225 27,492 458,719 △200,848 257,871

セグメント資産 1,421,753 241,994 180,883 1,844,631 165,965 2,010,596

その他の項目

  減価償却費 57,937 7,866 6,201 72,005 3,522 75,527

 減損損失 224 － － 224 100 324

  有形固定資産及び無 
 形固定資産の増加額

43,953 1,171 23,000 68,125 720 68,845

(関連情報)
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３  主要な顧客ごとの情報 

 外部顧客への売上高のうち、連結損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がないため、記載は

ありません。 

  

当連結会計年度(自 平成23年７月１日 至 平成24年６月30日) 

１  製品及びサービスごとの情報 

   セグメント情報の中で同様の開示がされているため、記載を省略しております。 

  

２  地域ごとの情報 

(1) 売上高 

   本邦以外の外部顧客への売上高がないため、該当事項はありません。 

  

(2) 有形固定資産 

   本邦以外の国又は地域に有形固定資産がないため、該当事項はありません。 

  

３  主要な顧客ごとの情報 

 外部顧客への売上高のうち、連結損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がないため、記載は

ありません。 

  

   セグメント情報に同様の開示がされているため、記載を省略しております。 

  

   該当事項はありません。 

  

   該当事項はありません。 

  

(報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報)

(報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報)

(報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報)
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連結財務諸表提出会社の連結子会社と関連当事者との取引 

 連結財務諸表提出会社の役員及び主要株主（個人の場合に限る）等 

前連結会計年度(自 平成22年７月１日 至 平成23年６月30日) 

 
取引条件及び取引条件の決定方針等 

(注１) 株式会社オストジャパンの金融機関等の債務に対し、債務保証をしております。なお、金融機関等の

債務保証金額は北海道信用保証協会の保証付銀行借入残高7,807千円に対して村上 睦と岡 比佐志が

連帯して債務保証しております。 

(注２) 当社グループ各社は、役員から金融機関に対する債務保証に伴う保証を受けるに際して、保証料の支

払をしておりません。 

  

当連結会計年度(自 平成23年７月１日 至 平成24年６月30日) 

 
取引条件及び取引条件の決定方針等 

(注１) 株式会社オストジャパンの金融機関等の債務に対し、債務保証をしております。なお、金融機関等の

債務保証金額は北海道信用保証協会の保証付銀行借入残高3,150千円に対して村上 睦と岡 比佐志が

連帯して債務保証しております。 

(注２) 当社グループ各社は、役員から金融機関に対する債務保証に伴う保証を受けるに際して、保証料の支

払をしておりません。 

(注３) 平成14年６月19日開催の当社臨時株主総会の決議に基づき付与されたストック・オプション（新株予

約権）の当事業年度における権利行使を記載しております。 

  

(関連当事者情報)

種類

会社等の 

名称又 

は氏名

所在地

資本金 

又は出資金 

（千円）

事業の内容 

又は職業

議決権等の 

所有（被所有） 

割合（％）

関連当事者との関係 取引の内容

取 引 

金 額 

（千円）

科 目
期末残高 

（千円）

役 

員
村上 睦 ― ―

当  社 

代表取締役社長

（被所有） 

直接 28.5

金融機関に対する債

務被保証（注１）

金融機関に対

する債務被保

証（注１）

7,807 ― ―

重 

要 

な 

子 

会 

社 

の 

役 

員

岡 比佐志 ― ―

株式会社 

オストジャパン 

代表取締役

（被所有） 

直接 0.4

金融機関に対する債

務被保証（注１）

金融機関に対

する債務被保

証（注１）

7,807 ― ―

種類

会社等の 

名称又 

は氏名

所在地

資本金 

又は出資金 

（千円）

事業の内容 

又は職業

議決権等の 

所有（被所有） 

割合（％）

関連当事者との関係 取引の内容

取 引 

金 額 

（千円）

科 目
期末残高 

（千円）

役 

員
村上 睦 ― ―

当  社 

代表取締役社長

（被所有） 

直接 33.5

金融機関に対する債

務被保証（注１）

金融機関に対

する債務被保

証（注１）

3,150 ― ―

―

ストック・オ

プション（新

株予約権）の

権利行使 

（注３）

21,042 

(126,000株)
― ―

重 

要 

な 

子 

会 

社 

の 

役 

員

岡 比佐志 ― ―

株式会社 

オストジャパン 

代表取締役

（被所有） 

直接 0.4

金融機関に対する債

務被保証（注１）

金融機関に対

する債務被保

証（注１）

3,150 ― ―
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(注) １．１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおり

であります。 

 
  

２．当社は、平成23年７月１日付で普通株式１株につき300株の割合で株式分割を行っております。前連結会計

年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定して１株当たり純資産額、１株当たり当期純利益金額及び潜在

株式調整後１株当たり当期純利益金額を算定しております。 

  

当連結会計年度より、「１株当たり当期純利益に関する会計基準」(企業会計基準第２号  平成22年

６月30日)、「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第４号  平

成22年６月30日)及び「１株当たり当期純利益に関する実務上の取扱い」(実務対応報告第９号  平成22

年６月30日)を適用しております。この適用により、当連結会計年度に行った株式分割は、前連結会計

年度の期首に行われたと仮定して１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益

金額を算定しております。 

これらの会計基準等を適用しなかった場合の、前連結会計年度の１株当たり純資産額、１株当たり当

期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額は、以下のとおりです。 

１株当たり純資産額              122,017円18銭 

１株当たり当期純利益金額           30,109円14銭 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額    29,493円92銭 

  

(１株当たり情報)

項目
前連結会計年度

(自 平成22年７月１日
至 平成23年６月30日)

当連結会計年度
(自 平成23年７月１日
至 平成24年６月30日)

１株当たり純資産額 406円72銭 475円25銭

１株当たり当期純利益金額 100円36銭 101円05銭

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益金額

98円31銭 97円71銭

項目
前連結会計年度

(自 平成22年７月１日
至 平成23年６月30日)

当連結会計年度
(自 平成23年７月１日
至 平成24年６月30日)

１株当たり当期純利益金額

当期純利益       （千円） 147,233 153,959

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る当期純利益（千円） 147,233 153,959

普通株式の期中平均株式数（株） 1,467,000 1,523,581

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額

当期純利益調整額    （千円） － －

普通株式増加数     （株） 30,600 52,036

（うち新株予約権）   （株） (30,600) (52,036)

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後１株当たり当期純利益金額の算定に含め

なかった潜在株式の概要

新株予約権 ２種類（新株予約

権112個）

新株予約権 ２種類（新株予約

権109個）

(会計方針の変更)
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３．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 

固定資産の取得 

当社の連結子会社である株式会社オストケアサービスは、下記のとおり固定資産を取得いたしまし

た。 

   （１）取得の理由 

当社グループは、現在、福祉事業として認知症対応型共同生活介護（グループホーム）及び認知

症対応型通所介護（デイサービス）を展開しています。 

 超高齢社会を迎え、当社グループがご提供する介護サービスを拡充し、より一層幅広いご要望に

お応えするとともに福祉事業のさらなる拡大を図るため、高齢者向け賃貸住宅（サービス付高齢者

向け住宅）の経営及び訪問介護等の在宅系介護サービス事業へ進出することとし、この事業用地と

して取得いたしました。 

   （２）取得資産の内容 

（土地） 

 所在地    札幌市豊平区美園７条３丁目17番他６筆 

 敷地面積   2,327.88㎡ 

 取得価額   194,419,000円 

 （建物） 

 所在地    札幌市豊平区美園７条３丁目17番地他１棟 

 延床面積   715.44㎡（２棟合計） 

 構造     木造亜鉛メッキ鋼板葺２階建（２棟とも） 

 ただし、物件取得後に建物は解体・撤去予定であります。 

   （３）取得の相手先の概要 

個人２名及び福島地所有限会社 

 福島地所有限会社の概要 

  本店所在地     札幌市豊平区美園６条３丁目４番19号 

  代表者の役職・氏名 代表取締役 福島雪子 

  当社との関係    資本関係・人的関係・取引関係はありません。 

            当社の関連当事者には該当いたしません。 

   （４）取得日 

平成24年８月１日 

項目
前連結会計年度

(平成23年６月30日)
当連結会計年度 

(平成24年６月30日)

純資産の部の合計額      （千円） 596,664 771,327

純資産の部の合計額から控除する金額 
               （千円）

－ －

普通株式に係る期末の純資産額 （千円） 596,664 771,327

１株当たり純資産額の算定に用いられた 
期末の普通株式の数      （株）

1,467,000 1,623,000

(重要な後発事象)
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５．個別財務諸表 
（１）貸借対照表 

(単位：千円)

前事業年度 
(平成23年６月30日) 

当事業年度 
(平成24年６月30日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 29,482 132,139

未収入金 ※1  16,684 ※1  35,103

前払費用 3,693 3,924

繰延税金資産 26,607 －

関係会社短期貸付金 － 5,000

その他 0 2,000

流動資産合計 76,467 178,167

固定資産   

有形固定資産   

建物 600 600

減価償却累計額 △163 △191

建物（純額） 436 408

工具、器具及び備品 1,375 2,095

減価償却累計額 △1,290 △1,648

工具、器具及び備品（純額） 85 446

リース資産 13,722 11,847

減価償却累計額 △7,538 △8,209

リース資産（純額） 6,183 3,637

有形固定資産合計 6,704 4,492

無形固定資産   

ソフトウエア 1,908 1,272

商標権 845 694

無形固定資産合計 2,753 1,966

投資その他の資産   

投資有価証券 2,280 1,972

関係会社株式 53,000 63,000

長期貸付金 224,709 213,298

敷金及び保証金 1,292 1,180

預け金 22,500 －

繰延税金資産 － 1,179

貸倒引当金 △224,709 △213,298

投資その他の資産合計 79,072 67,331

固定資産合計 88,531 73,790

資産合計 164,999 251,957
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(単位：千円)

前事業年度 
(平成23年６月30日) 

当事業年度 
(平成24年６月30日) 

負債の部   

流動負債   

リース債務 2,749 3,399

短期借入金 ※1  15,000 －

未払金 3,063 4,189

未払費用 72 99

未払法人税等 1,038 16,421

未払消費税等 4,175 1,593

繰延税金負債 － 5

預り金 2,441 3,095

流動負債合計 28,542 28,805

固定負債   

リース債務 3,810 345

固定負債合計 3,810 345

負債合計 32,352 29,150

純資産の部   

株主資本   

資本金 282,117 125,052

資本剰余金   

資本準備金 178,617 489

その他資本剰余金 － 28,141

資本剰余金合計 178,617 28,630

利益剰余金   

その他利益剰余金   

繰越利益剰余金 △328,213 69,456

利益剰余金合計 △328,213 69,456

株主資本合計 132,520 223,138

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 126 △331

評価・換算差額等合計 126 △331

純資産合計 132,646 222,807

負債純資産合計 164,999 251,957
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（２）損益計算書 

(単位：千円)

前事業年度 
(自 平成22年７月１日 
 至 平成23年６月30日) 

当事業年度 
(自 平成23年７月１日 
 至 平成24年６月30日) 

売上高 ※  188,400 ※  260,140

売上総利益 188,400 260,140

販売費及び一般管理費   

役員報酬 52,800 53,424

給料 43,209 41,677

法定福利費 9,424 9,384

支払報酬 16,346 36,103

支払手数料 11,684 11,342

その他 36,132 34,283

販売費及び一般管理費合計 169,596 186,216

営業利益 18,803 73,923

営業外収益   

受取利息及び配当金 ※  242 ※  46

受取地代家賃 526 488

貸倒引当金戻入額 － 11,411

未払配当金戻入益 133 －

その他 13 19

営業外収益合計 916 11,966

営業外費用   

支払利息 597 364

株式交付費償却 106 －

その他 74 －

営業外費用合計 777 364

経常利益 18,941 85,525

特別利益   

貸倒引当金戻入額 2,000 －

特別利益合計 2,000 －

特別損失   

固定資産除却損 － 263

債務保証損失 763 943

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 925 －

特別損失合計 1,688 1,207

税引前当期純利益 19,253 84,318

法人税、住民税及び事業税 296 △10,772

法人税等調整額 △26,607 25,634

法人税等合計 △26,310 14,861

当期純利益 45,563 69,456
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（３）株主資本等変動計算書 

(単位：千円)

前事業年度 
(自 平成22年７月１日 
 至 平成23年６月30日) 

当事業年度 
(自 平成23年７月１日 
 至 平成24年６月30日) 

株主資本   

資本金   

当期首残高 282,117 282,117

当期変動額   

新株の発行（新株予約権の行使） － 26,052

資本金から剰余金への振替 － △183,117

当期変動額合計 － △157,065

当期末残高 282,117 125,052

資本剰余金   

資本準備金   

当期首残高 178,617 178,617

当期変動額   

準備金から剰余金への振替 － △178,617

資本準備金の積立 － 489

当期変動額合計 － △178,128

当期末残高 178,617 489

その他資本剰余金   

当期首残高 － －

当期変動額   

剰余金（その他資本剰余金）の配当 － △4,890

資本金から剰余金への振替 － 183,117

準備金から剰余金への振替 － 178,617

資本準備金の積立 － △489

欠損填補 － △328,213

当期変動額合計 － 28,141

当期末残高 － 28,141

資本剰余金合計   

当期首残高 178,617 178,617

当期変動額   

剰余金（その他資本剰余金）の配当 － △4,890

資本金から剰余金への振替 － 183,117

準備金から剰余金への振替 － －

資本準備金の積立 － －

欠損填補 － △328,213

当期変動額合計 － △149,986

当期末残高 178,617 28,630

利益剰余金   

その他利益剰余金   

繰越利益剰余金   

当期首残高 △373,777 △328,213

当期変動額   

当期純利益 45,563 69,456

欠損填補 － 328,213

当期変動額合計 45,563 397,670

当期末残高 △328,213 69,456
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(単位：千円)

前事業年度 
(自 平成22年７月１日 
 至 平成23年６月30日) 

当事業年度 
(自 平成23年７月１日 
 至 平成24年６月30日) 

株主資本合計   

当期首残高 86,956 132,520

当期変動額   

新株の発行（新株予約権の行使） － 26,052

剰余金（その他資本剰余金）の配当 － △4,890

当期純利益 45,563 69,456

資本金から剰余金への振替 － －

準備金から剰余金への振替 － －

資本準備金の積立 － －

欠損填補 － －

当期変動額合計 45,563 90,618

当期末残高 132,520 223,138

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

当期首残高 289 126

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △163 △457

当期変動額合計 △163 △457

当期末残高 126 △331

純資産合計   

当期首残高 87,246 132,646

当期変動額   

新株の発行（新株予約権の行使） － 26,052

剰余金（その他資本剰余金）の配当 － △4,890

当期純利益 45,563 69,456

資本金から剰余金への振替 － －

準備金から剰余金への振替 － －

資本準備金の積立 － －

欠損填補 － －

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △163 △457

当期変動額合計 45,400 90,160

当期末残高 132,646 222,807
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該当事項はありません。 

  

１ 有価証券の評価基準及び評価方法 

①子会社株式 

移動平均法による原価法を採用しております。 

②その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平

均法により算定）を採用しております。 

時価のないもの 

移動平均法による原価法を採用しております。 

  

２ 固定資産の減価償却の方法 

①有形固定資産（リース資産を除く） 

建物（附属設備を除く） 

法人税法に規定する旧定額法 

建物（附属設備を除く）以外 

(a) 平成19年３月31日以前に取得したもの 

法人税法に規定する旧定率法 

(b) 平成19年４月１日以降に取得したもの 

法人税法に規定する定率法 

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

建物         19年 

工具、器具及び備品 4～6年 

②無形固定資産（リース資産を除く） 

定額法を採用しております。 

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づいておりま

す。 

③リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。 

  

３ 引当金の計上基準 

貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

  

（４）継続企業の前提に関する注記

（５）重要な会計方針
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４ その他財務諸表作成のための重要な事項 

①消費税等の処理方法 

消費税等の会計処理は税抜方式によっております。 

②連結納税制度の適用 

連結納税制度を適用しております。 

  

当事業年度より、「１株当たり当期純利益に関する会計基準」(企業会計基準第２号 平成22年６月

30日)、「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第４号 平成22

年６月30日公表分)及び「１株当たり当期純利益に関する実務上の取扱い」(実務対応報告第９号 平成

22年６月30日)を適用しております。 

当事業年度において株式分割を行いましたが、前事業年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定

し、１株当たり純資産額、１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額を

算定しております。 

なお、１株当たり情報に与える影響は当該箇所に記載しております。 

   

(損益計算書関係) 

前事業年度において、独立掲記しておりました「販売費及び一般管理費」の「業務委託費」は金額的

重要性が乏しくなったため、当事業年度においては「その他」に含めて表示しております。この表示方

法の変更を反映させるため、前事業年度の財務諸表の組替えを行っております。 

この結果、前事業年度の損益計算書において、「販売費及び一般管理費」の「業務委託費」に表示し

ていた10,343千円は、「その他」として組み替えております。 

  

当事業年度の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正により、「会計上の変更及び誤

謬の訂正に関する会計基準」(企業会計基準第24号 平成21年12月４日)及び「会計上の変更及び誤謬の

訂正に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第24号 平成21年12月４日)を適用しており

ます。 

なお、「金融商品会計に関する実務指針」（日本公認会計士協会会計制度委員会報告第14号）に基づ

き、当事業年度の「貸倒引当金戻入額」は、「営業外収益」に計上しておりますが、前事業年度につい

ては遡及処理を行っておりません。 

（６）会計方針の変更

（７）表示方法の変更

（８）追加情報
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※１．関係会社項目 

関係会社に対する資産及び負債には区分記載されたもののほか、次のものがあります。 

 
  

  ２．偶発債務 

債務保証 

次の会社について、金融機関からの借入に対し債務保証を行っております。 

 
（注1）㈱オストジャパン、㈲ファーマコリサーチ及び㈱オストケアサービスは関係会社であります。 

  

※ 関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれております。 

 
  

前事業年度（自 平成22年７月１日 至 平成23年６月30日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

該当事項はありません。 

  

当事業年度（自 平成23年７月１日 至 平成24年６月30日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

該当事項はありません。 

  

（９）個別財務諸表に関する注記事項

(貸借対照表関係)

前事業年度
(平成23年６月30日)

当事業年度 
(平成24年６月30日)

流動資産

  未収入金 16,664千円 35,103千円

流動負債

 短期借入金 15,000千円 －千円

前事業年度
(平成23年６月30日)

当事業年度 
(平成24年６月30日)

㈱オストジャパン(注1) 137,892千円 借入債務 ㈱オストジャパン(注1) 90,850千円 借入債務

㈲ファーマコリサーチ
(注1)

22,224千円 借入債務
㈲ファーマコリサーチ
(注1)

18,407千円 借入債務

㈱オストケアサービス
(注1)

91,164千円 借入債務

計 160,116千円 計 200,421千円

(損益計算書関係)

前事業年度
(自  平成22年７月１日
至  平成23年６月30日)

当事業年度
(自  平成23年７月１日
至  平成24年６月30日)

売上高 188,400千円 260,140千円

受取利息 197千円 18千円

支払利息 228千円 198千円

(株主資本等変動計算書関係)
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１．ファイナンス・リース取引（借主側） 

所有権移転外ファイナンス・リース取引 

① リース資産の内容 

有形固定資産 

主として、車両運搬具であります。 

② リース資産の減価償却の方法 

重要な会計方針「２ 固定資産の減価償却の方法」に記載のとおりであります。 

２．オペレーティング・リース取引 

オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料 

該当事項はありません。 

  

子会社株式及び関連会社株式（当事業年度の貸借対照表計上額は子会社株式63,000千円、前事業

年度の貸借対照表計上額は子会社株式53,000千円）は、市場価格がなく、時価を把握することが極

めて困難と認められることから、記載しておりません。 

  

  

(リース取引関係)

(有価証券関係)
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１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

 
２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

 
  

３．法定実効税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正 

経済社会の構造の変化に対応した税制の構築を図るための所得税法等の一部を改正する法律及び東日本

大震災からの復興のための施策を実施するために必要な財源の確保に関する特別措置法が平成23年12月２

日に公布されたことに伴い、当事業年度の繰延税金資産及び繰延税金負債の計算(ただし、平成24年７月

１日以降解消されるものに限る)に使用した法定実効税率は、前事業年度の40.4％から、回収又は支払が

見込まれる期間が平成24年７月１日から平成27年６月30日までのものは37.7％、平成27年７月１日以降の

ものについては35.3％にそれぞれ変更されております。 

その結果、繰延税金資産の金額(繰延税金負債の金額を控除した金額)が113千円減少し、当事業年度に

計上された法人税等調整額が99千円増加し、その他有価証券評価差額金が14千円減少しております。 

(税効果会計関係)

前事業年度
(平成23年６月30日)

当事業年度 
(平成24年６月30日)

繰延税金資産（流動）

    未払事業税 302千円 16千円

    減価償却費 15千円 －千円

    税務上の繰越欠損金 26,289千円 －千円

    繰延税金資産（流動）計 26,607千円 16千円

繰延税金負債（流動）

  その他 －千円 22千円

  繰延税金負債（流動）計 －千円 22千円

繰延税金資産（流動）の純額 26,607千円 －千円

繰延税金負債（流動）の純額 －千円 5千円

繰延税金資産（固定）

    投資有価証券評価損 613千円 773千円

    貸倒引当金繰入額 90,782千円 75,294千円

    債務保証損失引当金繰入額 47,342千円 41,366千円

    債務保証損失 10,742千円 9,719千円

    資産除去債務 419千円 405千円

    その他 128千円 －千円

        小計 150,029千円 127,558千円

    評価性引当額 △150,029千円 △126,379千円

    繰延税金資産（固定）計 －千円 1,179千円

前事業年度
(平成23年６月30日)

当事業年度
(平成24年６月30日)

法定実効税率 40.4％ 40.4％

（調整）

交際費等永久に損金に算入されない項目 6.8％ 2.6％

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 －％ △24.0％

評価性引当増減額 △185.4％ －％

住民税均等割等 1.5％ 0.3％

その他 －％ △1.7％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 △136.7％ 17.6％
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(注) １．１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおり

であります。 

 
  

２．当社は、平成23年７月１日付で普通株式１株につき300株の割合で株式分割を行っております。前事業年度

の期首に当該株式分割が行われたと仮定して１株当たり純資産額、１株当たり当期純利益金額及び潜在株式

調整後１株当たり当期純利益金額を算定しております。 

  

当事業年度より、「１株当たり当期純利益に関する会計基準」(企業会計基準第２号  平成22年６月

30日)、「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第４号  平成22

年６月30日)及び「１株当たり当期純利益に関する実務上の取扱い」(実務対応報告第９号  平成22年６

月30日)を適用しております。この適用により、当事業年度に行った株式分割は、前事業年度の期首に

行われたと仮定して１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額を算定し

ております。 

これらの会計基準等を適用しなかった場合の、前事業年度の１株当たり純資産額、１株当たり当期純

利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額は、以下のとおりです。 

１株当たり純資産額              27,126円06銭 

１株当たり当期純利益金額           9,317円77銭 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額    9,127円39銭 

  

(１株当たり情報)

項目
前事業年度

(自 平成22年７月１日
至 平成23年６月30日)

当事業年度
(自 平成23年７月１日
至 平成24年６月30日)

１株当たり純資産額 90円42銭 137円28銭

１株当たり当期純利益金額 31円06銭 45円59銭

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益金額

30円42銭 44円08銭

項目
前事業年度

(自 平成22年７月１日
至 平成23年６月30日)

当事業年度
(自 平成23年７月１日
至 平成24年６月30日)

１株当たり当期純利益金額

当期純利益       （千円） 45,563 69,456

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る当期純利益（千円） 45,563 69,456

普通株式の期中平均株式数（株） 1,467,000 1,523,581

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額

当期純利益調整額    （千円） － －

普通株式増加数     （株） 30,600 52,036

（うち新株予約権）   （株） (30,600) (52,036)

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後１株当たり当期純利益金額の算定に含め

なかった潜在株式の概要

新株予約権 ２種類（新株予約

権112個）

新株予約権 ２種類（新株予約

権109個）

(会計方針の変更)
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     ３．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 

     該当事項はありません。 

  

項目
前事業年度

（平成23年６月30日）
当事業年度 

（平成24年６月30日）

純資産の部の合計額      （千円） 132,646 222,807

純資産の部の合計額から控除する金額 
               （千円）

－ －

普通株式に係る期末の純資産額 （千円） 132,646 222,807

１株当たり純資産額の算定に用いられた 
期末の普通株式の数      （株）

1,467,000 1,623,000

(重要な後発事象)
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当連結会計年度の調剤薬局店舗における処方箋応需実績（受付枚数）を示すと、次のとおりでありま

す。 

  

 
  

当連結会計年度における販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

  

 
(注) 1．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

2．セグメント間の取引については、相殺消去しております。 

  

  

  

６．その他

 生産、受注及び販売の状況

(1) 調剤実績

セグメントの名称
当連結会計年度

(自 平成23年７月１日
至 平成24年６月30日)

前年同期比
（％） 

 

調剤薬局事業 378,379枚 △0.2

(2) 販売実績

セグメントの名称
当連結会計年度

(自 平成23年７月１日
至 平成24年６月30日)

前年同期比
（％） 

 

調剤薬局事業              (千円) 4,786,997 0.9

福祉事業                (千円) 231,030 △1.1

不動産関連事業             (千円) 24,033 7.4

合計                  (千円) 5,042,062 0.8
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